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コージェネレーションの普及と、ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸの実現・普及を通じ、 
エネルギーの高度利用を推進する、日本唯一のコージェネ関連財団 

1985年 
 天然ガス導入促進センター 

1985年 日本コージェネレーション研究会 

1997年 日本コージェネレーションセンター 

2009年 天然ガス導入促進センター と合併 

2011年 一般財団法人 コージェネレーション・エネルギー高度利用センター 

（通称：コージェネ財団、 英語名：ACEJ） 

会員企業（140社：2016年1月時点） 
 エネルギー（電力、ガス、石油、LPG) 
 コージェネメーカー 
 建設会社、設計事務所 
 その他（ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等、ｼﾝｸﾀﾝｸ等） 

 理事長  柏木孝夫 東京工業大学特命教授 
 理事 14名・評議員 15名（会員および有識者） 
 監事 3名 
 特別会員 ＜団体＞日本ガス協会など23団体 
      ＜個人＞有識者中心に57名 

財団のご紹介1） 
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財団のご紹介2） 

• 普及促進関連事業 
– コージェネを核としたエネルギー高度利用の普及活動 

– シンポジウム・セミナーの開催 

– 優秀コージェネの表彰（コージェネ大賞） 

 

– ニュース ウィークリーの配信・レポートの発行（会員向け） 

– 機関誌 CO-GENET（コージェネット）の発行 

• 技術・調査関連事業 
– 国内外におけるCGS導入実績の調査・分析など 

– 技術関連調査 

普及促進関連事業 

広報関連事業 

技術・調査関連事業 
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1-1 エネルギーを考えることの重要性 (省エネとコストダウンの両立) 

これからは自分たちでエネルギーを考える時代 

• エネルギー価格の高騰・不確実さ 

• 年間1％のピーク電力を7.5%の設備が支える状況 (東電管内) 

 ～ ピーク電力を使う事業者はさらに割高に? 

• 電力(2016～)とガス(2017～)は家庭用まで自由化 

• 再生可能エネルギー賦課金は普及拡大とともに上昇? 

  (H27年度は1.58円/kWh) 

１． はじめに 

高効率機器への取り換え 
ガマン 

● ● ● ● ● ● 

電気と熱を 

同時に取り出して利用 

燃料 

工場・ビル 

エンジン・タービン 

家庭用燃料電池 

エネファーム 

エネルギーを使い切る 
 ～ コージェネ 

～詳しくは第2章で 
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1-2 エネルギーを考えることの重要性 (お金だけでは測れない) 

発災後3日間程度は応急対策活動期として救
助・救出活動が優先 

 

 

• 企業等は従業員・来客者を施設内に待機させ
る必要がある。 

• このときの水・食料・毛布・衛生用品・非常用発
電機と燃料などの備蓄は企業やビル所有者が
考える！ 

首都直下地震帰宅困難者等対策協議会
(H24年9月10日) 

① 非常用電源(消防法) ：消火栓・スプリンク
ラーなど消防用に使用 

② 予備用電源(建築基準法)：避難口誘導灯・非
常用照明・排煙機などに使用 

③ 保安用電源(電気事業法)：事業継続のため
事業者が考える 

 

①と②は兼用できるが、③は兼用認定を受けな
いと一緒に使えない 

①や②にPCや電灯をつないではいけない！ 

自家発電機の分類 

省エネだけじゃない、エネルギーを考えることの重要性 

• 発災時の社員の安全の確保は会社の責務 

～ 定められている避難所は住民のためであり、帰宅困難者は想定さ
れていない 

• ３日間は助けが来ない覚悟 

• 生活必需品を供給する工場は早期再開・安定稼働を求められる 

１． はじめに 

～詳しくは第2章で 
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参考）東日本大震災時に見る、LPガスインフラの堅牢性 

平成２４年６月１９日 資源エネルギー庁 資源・燃料部 

「資源・燃料の安定供給 の課題と今後の対応」 

１． はじめに 
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需要地に設置した発電設備で、都市ガス・LPG・重油などから電気を作り、同時に熱を
取り出して供給するシステム。省エネルギー・CO2排出量の削減、経済性向上が実現
できる。 

出典：日本LPガス協議会ホームページ 

   『LPガス読本』  
    第3章「様々な分野で利用されるLPガス」 

2-1 コージェネレーションシステム（＝コージェネ）とは 

２． コージェネレーションについて 
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2-2 LPガスコージェネの例 

• 総合効率は約80%～85% 

• 停電時に、発電・熱供給（給湯）が可能な停電対応機も発売 

 
出典：日本LPガス協会 

   『LPガス産業の中長期展望』  (平成27年11月4日) 

２． コージェネレーションについて 
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電力のピーク時間帯にコージェネを稼働し、電力系統負荷を低減。 
廃熱を空調用途（冷暖房）に活用すれば、更なる契約電力量の低減。 

■コージェネのピークカット効果 

2-3 コージェネのピークカット効果 

排熱投入型 

吸収式冷温水機 

排熱 戻り 

冷水 

往き 

不足時はガス 

■排熱利用例：吸収式冷温水機 

出典：コージェネ財団ホームページ 

２． コージェネレーションについて 
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① 停電時、重要施設に給電する保安電源や、災害時に防災負荷へ給電する非常用電源※

としてコージェネを利用 （※常用防災兼用機の場合） 

② 電力供給の信頼性が向上 

③ 長期停電時も給電可能 

普段使いのコージェネを災害・停電等においても事業用保安電源と
して活用することにより、エネルギーセキュリティを向上 

2-4 コージェネの特長（エネルギーセキュリティの向上） 

非常用
発電機 

消火設備 

非常用発電機のみの建物の災害・停電時 

非常用照明 

２． コージェネレーションについて 

LPタンク 燃料 

空調 

燃料 

非常用
発電機 

コージェネ 

消火設備 

通信・事務 

給湯 

コージェネを導入した建物の災害・停電時 

エレベータ 

非常用照明 
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2-5 適切なエネルギー設備を選ぶには 

適切なエネルギー設備を選ぶには日頃からのエネルギー管理が重
要 ⇒ 自分たちのエネルギー消費を知ったうえで会社を挙げて目
的に合った設備導入を検討する 

目的を明確にする 

省エネ・省CO2 

事業継続、社員(生徒)の安全確保 

不動産価値を高める 

会社の社会責任の一環 法律準拠に絞るなら 

消費機器・製造設備の見直し 

 だけではなく 

供給からの見直しも有効 

事業継続まで考えるなら非常時対応を想
定する 

誰を守る 

どの事業を守る 

どのような設備で効果を上げる？ 

このためには・・・ 

２． コージェネレーションについて 
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2015年３月末の累計コージェネ設置容量は、1,020.3万ｋW  ※2014年3月に1,000万kW到達 

累積導入容量の年度推移 
（設置・撤去を加減した正味値） 

新設の導入容量と台数の年度推移 

2014年度新設容量：22.7万kW（865台） 
 （産業用：17.2万kW、民生用*：5.6万kW） 
                       *家庭用を除く 

2014年度末 累計容量：1020.3万kW 
 （産業用：810万kW、民生用*：210万kW） 
                       *家庭用を除く 

0  

200  

400  

600  

800  

1,000  

1,200  

1,400  

0  

20  

40  

60  

80  

100  

120  

～
'8

7
 

'8
8

 
'8

9
 

'9
0

 
'9

1
 

'9
2

 
'9

3
 

'9
4

 
'9

5
 

'9
6

 
'9

7
 

'9
8

 
'9

9
 

'0
0

 
'0

1
 

'0
2

 
'0

3
 

'0
4

 
'0

5
 

'0
6

 
'0

7
 

'0
8

 
'0

9
 

'1
0

 
'1

1
 

'1
2

 
'1

3
 

'1
4

 

新設容量(万kW) 

新設台数(台) 

0  

200  

400  

600  

800  

1,000  

1,200  

～
'8

7
 

'8
8

 
'8

9
 

'9
0

 
'9

1
 

'9
2

 
'9

3
 

'9
4

 
'9

5
 

'9
6

 
'9

7
 

'9
8

 
'9

9
 

'0
0

 
'0

1
 

'0
2

 
'0

3
 

'0
4

 
'0

5
 

'0
6

 
'0

7
 

'0
8

 
'0

9
 

'1
0

 
'1

1
 

'1
2

 
'1

3
 

'1
4

 

民生用分野 

産業用分野 

【台】 【万kW】 
燃料価格
高騰 

リーマン
ショック 

電源・BCP
ニーズ 

大型高効
率機登場 

【万kW】 

3-1 コージェネレーション普及の現状 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 

コージェネ財団 調べ 
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3-2 日本におけるコージェネの導入状況 

47,649 

511 

381,789 

206 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

容量(kW) 

台数(台) 

民生用 

産業用 

コージェネ財団 調べ 

重 油 
24.2% 

灯油・ 

軽油 
2.0% 天然 

ガス 
65.2% 

ＬＰＧ 
4.6% 

バイオ 
2.2% 

その他 
1.8% 

(合計：15,742台) 

重 油 
28.3% 

灯油・ 

軽油 
2.4% 

天然 

ガス 
54.7% 

ＬＰＧ 
4.2% 

バイオ 
0.6% 

その他 
9.9% 

(合計：1,020.3万kW) 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 

設置台数 設置容量 

LPガスコージェネ 

LPガスコージェネは、台数、容
量ともコージェネ全体の約5%を
占める 

省エネ・省CO2 

安全確保 など 
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民生用 建物別 産業用 業種別 

3-3 LPガスコージェネ導入実績（導入先業種別内訳） 

民生用：ホテル、スポーツ施設、病院等熱需要の高い施設に多数導入されています、な
お地域冷暖房では大規模な設備導入事例が報告されています 

産業用：化学、機械、繊維、食品などの温熱需要の高い工場のほか、電源セキュリティ
確保が重要な電気電子分野で利用されています （エネルギーは石油化学工場など） 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 

コージェネ財団 調べ 
※民生用の『他』は、データセンターなど 
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民生用 建物別 （2005～14年度設置） 産業用 業種別 （2005～14年度設置） 
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参考）最近のコージェネ導入実績（全体） 

民生用：病院、公共性の高い施設に多く導入、その他ホテル・スポーツ施設等熱需要の
高い施設にも多数導入されています 

産業用：化学、機械分野など温熱需要の高い工場での利用が進んでいるほか、食品ま
での上位産業では電源セキュリティ確保が重要な普及理由と考えられます 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 

コージェネ財団 調べ 
※民生用の『他』は、データセンターなど 
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3.11以降、政策上の位置づけが高まり、コージェネの普及に期待 

エネルギー基本計画におけるコージェネの位置づけ 

1.省エネ・省CO2 ・熱電利用によりエネルギーを最も効率的に活用 

2.エネルギーシステム改革 ・電力、ガス、熱の制度改革により、熱電一体供給 

3.エネルギー供給の強靭化 ・危機時に需要ｻｲﾄﾞの対応力高める分散型システム 

4.新たな二次エネルギー構造 ・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型：省ｴﾈ、再ｴﾈとの親和性、電力ﾋﾟｰｸ緩和、電源
多様化、災害に対する強靭性 
・地域単位での利用推進でコージェネの導入拡大 

5.家庭用燃料電池エネファーム 導入目標：2020年：140万台、2030年：530万台 

6.スマートコミュニティ 「地域の特性に応じて総合的なエネルギー需給管理を行うス
マートコミュニティの実現」 
・都市開発と連携しｴﾈﾙｷﾞｰ面的利用のｲﾝﾌﾗ整備 

長期エネルギー需給見通しにおけるコージェネ規模の明記 

コジェネ 2014 2030 

発電電力量 
設備容量 

514億kWh（平成27年6月発電コスト検証WG報告書） 

1,020万kW（平成27年7月コージェネ財団） 

1,190億kWh（現状比2倍） 
（平成27年6月長期エネルギー需給見通し関連資料） 

平
成
26
年 

平
成
27
年 

3-4 エネルギー政策におけるコージェネの位置づけ 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 
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エネルギー政策以外の分野においても、コージェネ・分散型エネルギー 
システムの重要性がクローズアップ 

・地域における食料、エネルギー、資源の安定確保（「環境と共生した持続可能な国土づくり」） 
  コージェネレーション等の分散型エネルギーシステムの普及促進 

国土形成計画 原案（H27.6、国土交通省） 

・分散型エネルギーの推進（「地域産業の競争力強化」） 
  再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ資源やコージェネレーションの活用により分散型のｴﾈﾙｷﾞｰ開発・利用を推進 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 （H26.12閣議決定) 

・エネルギー（「国土強靭化の推進方針」）  
  コージェネレーション等の自立・分散型エネルギー導入を図りスマートコミュニティ形成を目指す  

国土強靭化基本計画 （H26.6閣議決定） 

・クリーン・経済的なエネルギー需給の実現（「戦略市場創造プラン」） 
  コジェネレーション等の導入拡大を積極的に図る 

「日本再興戦略」改訂2015 （H27.6閣議決定 ） 

3-5 関連政策におけるコージェネの位置づけ 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 
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3-6 日本ＬＰガス協会の施策 ～ ＬＰガス産業の中長期展望 

１．ＬＰガスの高度利用と需要拡大によるＣＯ２排出抑制 

（２）業務用途における省エネ・節電・省ＣＯ２対策としての燃料転換及びＧＨＰ
等の普及促進 

• 改正省エネ法による「電気の需要の平準化の推進」（電気需要平準化評価原単
位の策定等）への対応として、最大使用電力の低減（ピーク電力カット）にも大き
く寄与するＧＨＰ（ガスヒートポンプ）及びマイクロコージェネレーションの普及促
進を、補助制度等を活用しながら積極的に行っていく。 

• 災害時のバックアップ体制構築のため、都市ガス供給区域においても公共施設 
（学校、病院等）への平時からのＬＰガス利用を働きかけていく。 

（３）産業用の需要拡大と石油系燃料等などからの燃料転換促進 

・地球温暖化対策や省エネ法の改正で、産業用エネルギーの需要家はＣＯ２の削
減が求められており、・・(中略)・・これらの実現に向けては、産業用コージェネレ

ーション等の導入が効果的であるため、メーカーにＬＰガス仕様機の生産が整
備されていくよう働きかけ、補助金制度等を活用しながら普及 拡大を目指す。 

需要拡大を目指す主な用途別の克服すべき課題・再生可能エネル
ギーへの取組み 

出典： 日本ＬＰガス協会 「ＬＰガス産業の中長期展望」 (平成27年11月4日第2版) 

取組方針１から引用 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 
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3-6 日本ＬＰガス協会の施策 (つづき) 

（中略） 

３．分散型エネルギーシステムの進化 
（１）大型燃料電池の普及によるコジェネ分野での需要拡大 

・ 固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）は、従来のガスエンジン・ガスタービンに代表さ

れるガスコージェネレーションに比べ高効率であり、排熱温度が高くスチームの
利用もできることから、飲食店や病院、宿泊施設などの業務用及び各種工場等
の産業用での利用が見込まれる。 

・メーカーにおいても将来的な大型事業用火力発電所の代替機種としての研究開
発を進めており、その第一歩として、中小型ＳＯＦＣの製品化・市場開拓を目指し
た取組みを行っている。 

・今後の技術開発状況を注視しながら、メンテナンスが容易な、数十kWから数百
kW級のＬＰガスコージェネレーションとして市場導入に向けた支援等を行ってい
く。 

上記取り組みを通して、業務用・産業用コージェネにおいては燃
料電池を含め、自立式の 分散化電源の普及を目指す！ 

（目標：2030年において約160万kW相当） 

３．コージェネの現状とエネルギー政策 

出典： 日本ＬＰガス協会 「ＬＰガス産業の中長期展望」 (平成27年11月4日第2版) 

取組方針１から引用 
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1. はじめに 

2. コージェネレーションについて 

3. コージェネ普及の現状とエネルギー政策 

4. コージェネの導入事例 

5. コージェネ導入にあたって 



23 

４．コージェネの導入事例 城南中央病院 

コージェネレーションシステムの導入事例 

導入事例１（病院） 

医療法人 瑞穂会 城南中央病院 

コージェネ財団 ホームページ 
「コージェネ導入事例」から作成 
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導入の背景と導入システム 

❏城南中央病院は介護や医療などが必要な高齢者が利用する「療養型病床」であ
る。停電が起きれば、高齢者の入院患者に必要不可欠な吸引が出来なくなり入
院患者の生命が脅かされる。 

❏大震災時には、援助活動が軌道に乗るまでの 3 日間程度は病院が自力でユー
ティリティを確保する必要がある。 

❏毎年の電気設備の点検の際には病院全体を停電させる必要があるが、停止でき
ない吸引機や心電図のモニターなどに使用するための電気は、従来は小型発電
機を多数レンタルして対応しており、その準備が大変。 

❏以上の点から停電時の最低限の電力・給湯の確保を目的として、LPガスバルク
供給による停電対応型コージェネを導入した。 

①LPガスバルク貯槽 

形式：縦型 

容量 980kg×2 基 

ﾒｰｶｰ：伊藤工機㈱ 

②停電対応型 CGS 

形式：CP25VB2Z-TP 

発電出力：25kW×2 台 

ﾒｰｶｰ：ﾔﾝﾏｰｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ㈱ 

③自立ユニット(手前左) 

形式：CP25VB3Z 

ﾒｰｶｰ：ﾔﾝﾏｰｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ㈱ 

 

４．コージェネの導入事例 城南中央病院 
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システム運用と運転実績 

❏平常時は一般的な CGS として使用され、発電電力は商用電力と系統連系さ
れ、排熱は給湯に使用される。 

❏停電時は、一旦運転を停止した後約 40 秒後に自動的に運転を再開し、「自立
ユニット」で切り分けられた喀痰吸引機、心電図モニター、井水ポンプ、OA 
用コンセントなどのあらかじめ選定した重要負荷に電力を供給する。 

❏CGS 停止時に停電が発生した場合は、自動的に運転を開始し重要負荷に電力を
供給する。 

❏バルク貯槽に蓄えられた LP ガスの残量が容量の 50％（490kg×2）の場合で
も、3.5 日間CGS の定格運転が可能である。 

項目 導入前 導入後 効果 

年間使用電力量 1,502MWh 1,376MWh ▲8.4% 

契約電力 375kW 325kW ▲13.3% 

使用熱量 872GJ 695GJ ▲20% 

４．コージェネの導入事例 城南中央病院 
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４．コージェネの導入事例 青葉丘病院 

コージェネレーションシステムの導入事例 

導入事例２（病院） 

医療法人 恒昭会 青葉丘病院 

平成26年度コージェネ大賞 

優秀賞 受賞 

コージェネ財団 ホームページ 
「コージェネ導入事例」から作成 
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病床数   681床 
 
延床面積  19,584.76m2 
 
開設(新館) 2005年12月 

施設概要 医療法人 恒昭会 青葉丘病院 

おおさかふ  おおさか さやまし 

大阪府 大阪狭山市 

❏当院はこれまで培ってきた老年医療と精神医療の経
験を生かし“病める人々を医やすばかりでなく慰める
ために”の精神で「全人的医療」の実践を目標に地
域医療に貢献 

 「全人的医療」：生物学的側面や疾患のみにとらわれず、社会面・経済面・心理面などの様々な視

点からも捉えて、個々人に合った医療を行う 

４．コージェネの導入事例 青葉丘病院 
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導入の背景 

❏当院は一般・療養・精神病院であり、寝たきりの患者も多く、停電は患者の生
命に係る重要課題 

❏建物竣工当初から停電対応仕様コージェネを設置したが、東日本大震災を契機
に院内からバックアップ機能の強化のため、燃料二重化の要望 

❏マイクロコージェネでは都市ガス、プロパンガスどちらも使用できるが、マイ
クロコージェネ用のプロパンエアジェネレータで200kW級のコージェネを運用す
ることは初めて。事前試験を行った後、燃料二重化改造 

 

非常時 

 

切替バルブ 通常時 

 

都市ガス 

（中圧） 

コージェネレーション 

（停電対応機） 
 ２１０ｋＷ × 2台 

 

 

LPGボンベ 

30本 
 

改造前 改造後 

常時 

 

都市ガス 

（中圧） 

コージェネレーション 

（停電対応機） 
 ２１０ｋＷ × 2台 

 

 

４．コージェネの導入事例 青葉丘病院 
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導入システムの概要 

❏エネルギー設備を集約し、複数建物（A棟、B棟）にコージェネの電気・熱を活
用することで高い省エネ率。さらには、熱利用を考慮すると個別に設備設置す
るよりも容量が大きい設備を設置することができたので、非常時に必要な電源
容量(350kVA)が確保できた。 

❏非常時は30本のプロパンボンベで約12時間コージェネ2台運転可能で、近隣の
プロパン業者から追加搬入するとさらなる運転継続も可能 

温水 

発電電力 

発電電力 

ガスエンジン発電機 排熱投入型ガス吸収冷温水機 

排熱投入型ガス吸収冷温水機 

ガスエンジン発電機 

給湯用熱交換器 

暖房用熱交換器 

冷温水 

冷温水 

給湯用 

貯湯槽 

へ 

三方弁 

A棟 

青葉丘病院 

B棟 

運用実績 

電力ピークカット率 53% 

一次エネルギー削減率 19.3% 

コージェネ仕様 

ガスエンジン 210kW×2台 

排熱利用 空調、給湯 

建屋上部に設備設置 
屋上に熱導管・電力線を敷設 

４．コージェネの導入事例 青葉丘病院 
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導入者の声 

❏非常時に以下の機能維持ができることで患者・地域住民に安心感 
 汚水、雑排水ポンプ等    ⇒ 衛生的 
 湧水ポンプ         ⇒ 飲料水確保、地域住民にも提供可能 
 寝台用エレベータ      ⇒ 寝たきり患者の避難が可能 
 冷蔵・冷凍庫、厨房機器   ⇒ 従業員・患者等への食事の提供 
 ナースステーション・病室等 ⇒ 病院機能の維持、照明(病室)等の維持 
❏近隣地区との関係強化    ⇒ 近隣地区との防災訓練に協力 
❏院内職員のBCP意識向上    ⇒ 燃料切替操作の勉強会等の開催 

低圧動力盤No.1～2 、 低圧電灯盤No.1～3、・・・ 

ガスエンジン発電機 No.1 

ガスエンジン発電機 No.2 

保安動力盤 

保安電灯盤 

ナースステーション，病室，医事課 

薬局，ナースステーション， 
病室，ｶﾞｽ遮断弁，厨房機器 

汚水ポンプ制御盤 

雑排水，雨水ポンプユニット 

寝台用エレベーター 

汚水，雑排水，湧水ポンプユニット  

冷蔵庫・冷凍庫 

商用電力 6.6kV 

停電時・ガス遮断時 

給電可 

災害時地域住民
への協力井戸 

４．コージェネの導入事例 青葉丘病院 
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コージェネレーションシステムの導入事例 

４．コージェネの導入事例 洗足学園 

導入事例３（教育施設） 

学校法人 洗足学園 

平成26年度コージェネ大賞 

優秀賞 受賞 
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４．コージェネの導入事例 洗足学園 

❏洗足学園は1924年の創設以来「理想は高遠に、実行は卑
近に」を実践標語として掲げ、1946年に溝の口キャンパ
ス（川崎市高津区久本）に移転し、現在では、幼稚園か
ら大学院までの園児・児童・生徒・学生が学ぶ総合学園
です。 

かながわけん  かわさきし 

神奈川県 川崎市 

❏建学の精神 

敷地面積：67,778m2 

 

校舎面積：76,766m2 
 

創設：1924年 

 

設備稼働：2012年 

学校法人 洗足学園 
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４．コージェネの導入事例 洗足学園 

❏東日本大震災直後、電力使用制限令により節電対策を行ったものの、夏場に関し
ては限界があり一部施設の使用制限をせざるを得なかった。 

❏学生のかけがえのない時間、夢を損なわないよう、学校法人で初めて停電時対応
型マイクロコージェネを採用し、事業継続に取組む 

❏学校業種は熱需要が低い傾向だが、エネルギー設備を集約し複数建物へのエネル
ギー供給、段階的に排熱利用を進め導入に至る 

キャンパス
マップ 

停電時対応型マイ
クロコージェネ 
「ジェネライト」 
35kW×6台 

導入の背景・取組み 
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①コージェネ仕様 35kW×6台 

 
❏BOS仕様 

❏信頼性の高い中圧ガス+専用ガバナ 

❏供電先選別（給・排水ポンプ、通信、照

明＋建物状況等で選択） 

 

③非常時対策 

 
❏温水：給湯、温水プールの加温、 

    空調（ジェネリンク） 

②排熱利用 

都市ガス 

商用電力 

ポンプ動力 照明 

通常時 

電気 

電気 

停電時 

熱交換器 貯湯槽 給湯利用 
給湯 

加温 廃熱 

空調 

給湯 

導入システムの概要 

４．コージェネの導入事例 洗足学園 

熱交換器 

温水プール 

全ての校舎・施設 

大学・短大・小中高 

停電対応型ジェネライト 

廃熱投入型吸収式冷温水機 
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80

90

100

エネルギー使用量 契約電力

コ
ー
ジ
ェネ

導
入
効
果

各
種
削
減
率
（%
）

コージェネ導入前

コージェネ導入後

❏省エネ効果：10.7% 
 機器台数を増やすことで季節の負荷変動に対処 
❏電力ピークカット率：9.8% 
 非常時の電力供給先を選別し事業継続に寄与しつつ平常時の契約電力削減 
❏川崎市との協定により帰宅困難者一次滞在施設として指定 
❏川崎市経済労働局[かわさき環境ショーウインドウ2013]大賞モデル事業 
❏首都圏のみならず全国から学校関係者が施設見学会に訪れ注目 

※エネルギー使用量削減は系統電力購入・熱源機の 
熱供給と比較してのエネルギー削減量 

導入効果 

４．コージェネの導入事例 洗足学園 
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1. はじめに 

2. コージェネレーションについて 

3. コージェネ普及の現状とエネルギー政策 

4. コージェネの導入事例 

5. コージェネ導入にあたって 
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5-1 コージェネへの補助金と優遇税制の活用 

５．コージェネ導入にあたって 

コージェネ設備の導入にあたり、補助金および税制面での優遇が有ります 

平成28年度予算 コージェネ関連補助金  （案） 

エネルギー使用合理化等事業者支援
補助金 （経済産業省） 

既設設備・システムの入れ替えや製造
プロセスの改善などの改修 

①省エネ設備の導入、電力ピーク対策
事業 1/3以内 
②エネマネ事業者を活用した事業 1/2
以内  

エネルギー使用合理化事業者支援補
助金 （民間・LPG） （経済産業省） 

ボイラー等エネルギー多消費型設備に
対してLPガス機器への切り替え 

設備更新等実施者に1/3補助 

先進対策の効率的実施によるCO2排出
量大幅削減事業 （環境省） 

先進的な設備導入の支援 
審査において高効率機器導入割合が
勘案される 
１事業あたり上限２億円 

L2-TECH（先導的低炭素技術）導入拡大
推進事業 （環境省） 

最もエネルギー効率の高い機器（CO2
削減効果が高い機器）導入への支援 

補助率は1/2～2/3 

平成27年度 コージェネ関連税制優遇 

生産性向上設備投資促進税制 
即時償却または税額控除5%（一部機器は特別償却50%または税額
控除4%） ※いずれも補助金併用可 

コージェネレーションに係る課税標準の特例措置の創設 
（固定資産税） 

課税標準を最初の3年間、課税標準となるべき価格の5/6に軽減 

※最新情報はコージェネ財団のホームページなどからご確認ください 
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5-2 エネルギーサービスのご紹介 

建
設
初
年
度 

運
転
１
年
目 

運
転
２
年
目 

運
転
３
年
目 

運
転1

5

年
目 

メンテ費 運転費 

金利 燃料費 

建設費 設備費 

建
設
初
年
度 

運
転
１
年
目 

運
転
２
年
目 

運
転
３
年
目 

運
転1

5

年
目 

エネルギー費 

サービス費 

BEFORE AFTER 

（最適設備の導入） エネルギーサービス会社のノウハウをもとに、最適設備を選定 
（予算の計画性） 設計・建設・導入の初期費用と契約期間中のメンテナンス等の費用をサービス
費として平準化して支払い、エネルギー費は運転に応じて支払い 
（トラブル対応） 遠隔監視などで予防保全を実施、またトラブル時にはESP事業者はお客様立場
で責任を持ってメーカと協議して対応 （設備稼働はESP事業者の収入に直結するから） 
（運用相談） 実運用開始後も計画通りの運用ができているかを確認、必要に応じてアドバイス 

・・・ 
・・・ 

・省エネ、省CO2、BCPの実現に対し、設備面、資金面、運用面からサポートを得る 

※エネルギーサービス会社によりサービス内容は異なるので、必ずご確認ください 

５．コージェネ導入にあたって 

・・・ 

お客様 

ESP事業者 
設備の保有・メンテ 

ガス会社 電力会社 

電気・熱 エネルギー料金 

電気 ガス 
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ご清聴ありがとうございました 

 

http://www.ace.or.jp 
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H28年度コージェネ関連予算案(経済産業省資エネ庁)  

工場・事業場単位で
の省エネ設備・システ
ムへの入替、製造プロ
セスの改善等の改修
による省エネや電力ピ
ーク対策・事業者間の
省エネ対策を行う際に
必要となる費用を補助
する。その際、省エネ
法に基づくベンチマー
ク制度等と連携し、より
高い水準の省エネの
取組を重点的に支援
する。 

また、「設備単位」※

の省エネ効果等で申
請する簡素な制度を新
たに創設し、省エネ効
果が高いものの自力で
の投資が困難な設備
の更新を重点的に支
援する。 

※本年７月に策定したエ
ネルギーミックスにおける
省エネ量の根拠となった
産業・業務用の設備を対
象 

（参考資料） H28年度補助金情報 
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H28年度コージェネ関連予算案(経済産業省資エネ庁) 

高効率なLPガス機器

等を導入し、産業部門
等の省エネルギー化を
推進。 

（参考資料） H28年度補助金情報 
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H28年度コージェネ関連予算案(環境省)  

•先進的な設備導入を
支援 

•費用対効率の観点で
支援 

 

それにより、新設・更
新時利用可能な最高
水準の技術を最大限
導入する 

～『ASSET制度』 

 

 

 

ASSET事業：先進対策

の効率的実施による
CO2排出量大幅削減
事業設備補助事業 

（Advanced 
technologies 
promotion Subsidy 
Scheme with Emission 
reduction Targets） 

（参考資料） H28年度補助金情報 
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H28年度コージェネ関連予算案(環境省)  

•ベストを追求するL2-
Tech技術の導入促進 

 

先進的な技術の導入
を最大限導入支援す
る 

～『L2-Techモデル』 

 

 

L2-Tech（エルツーテッ
ク）：先導的（Leading）
な低炭素技術（Low-
carbon Technology） 

（参考資料） H28年度補助金情報 


